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1. はじめに 
 気象庁気候情報課では 3 か月予報、暖・
寒候期予報の支援を目的として、大気・
海洋結合モデルを用いた季節アンサンブ
ル 予 報 シ ス テ ム JMA/MRI-CPS2
（Takaya et al. 2018、以下 CPS2）を現業
運用している。2019 年 11 月現在、気象
庁気象研究所・気象庁数値予報課の協力
のもと、季節予測の精度向上に向けて、
CPS2 の後継にあたる次期システム
JMA/MRI-CPS3（以下 CPS3）の開発を
行っており、大気モデルと海洋・海氷モ
デルの高解像度化、海洋同化の高度化、
海氷同化の導入などが計画されている。
また、大気モデルの鉛直層数が 60 層から
100 層へ増強されるに伴い、モデルトッ
プが 0.1hPa から 0.01hPa へ上がること
で、成層圏における現象の再現性向上が
期待される。一方、気象庁数値予報課で
は気象庁全球モデル GSM（米原 2019）
の非地形性重力波スキームと境界層スキ
ームの改良が行われ、成層圏準 2 年振動
（QBO）の再現性が大幅に向上すること
が示されている。QBO は時間・空間スケ
ールが大きい現象であり、季節予報に有
用なシグナルとして注目を集めている。
以上を踏まえ、上述のスキームの改良を
CPS3 の大気モデルに取り込み、QBO の
再現性向上による中・高緯度域の季節ス
ケールの予測精度への影響を調査した。
さらに本モデルを用いて、QBO－極域の
テレコネクションとして提唱されている
Holton and Tan（1980、以下 HT80）の
関係の検証を行った。 
 
2. 非地形性重力波スキーム 
 重力波は浮力を復元力とする振動であ

るが、物理過程でパラメタライズする重
力波は、その発生源によって大きく 2 つ
に分けられる。1 つは、山岳など地形の不
均一性によって強制される“地形性”重力
波で、中・高緯度域において亜熱帯ジェ
ットや極夜ジェットの形成に重要な役割
を果たす。もう 1 つは、積雲対流活動な
どによって励起される“非地形性”重力波
で、主に成層圏・中間圏の大気変動に大
きな影響を及ぼし、それに代表される現
象のひとつとして QBO が挙げられる。
以下で非地形性重力波スキームのコンセ
プトを述べるが、詳細については
Scinocca (2003)や金浜・山田 (2019)を参
照して頂きたい。 

重力波は運動量を鉛直方向に輸送する
ため、各高度における水平風𝒖の重力波
による時間変化は運動量フラックス𝑭の
鉛直収束で表すことができる。 
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上式を計算するためには𝑭が必要である
が、現行のスキームでは射出高度におけ
る運動量フラックスの大きさを定数とし
て与え、各高度で見積もられる飽和運動
量フラックスをもとに、より上層に運ば
れる運動量と背景場に返される運動量を
決定している。飽和運動量フラックスは、
大気密度の減少に伴って重力波の振幅が
大きくなり、砕波する効果を表している。
また、背景場の風速が重力波の位相速度
より大きい場合にも、運動量が放出され
る（クリティカルレベル・フィルタリン
グ）。現行のスキームでは、上限値・下限
値の間で離散化された位相速度を持つ重
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力波を仮定し、それぞれに対してクリテ
ィカルレベル・フィルタリングを考慮し
たあと（※飽和運動量フラックスによる
フィルタリングも、離散化された位相速
度を持つ個々の重力波に適用される）、そ
れらを積分することで、最終的な運動量
フラックス𝑭が求められる。 
 気象庁数値予報課で施された改良は、
射出高度における運動量フラックスの大
きさを、低緯度域でより小さくなるよう
に変更することである。併せて、境界層
スキームでは対流圏界面の上層で乱流拡
散を弱める変更がなされている。これら
によって、QBO に伴う下部成層圏の鉛直
シアーの時間変化がより緩やかになり、
変更前では短すぎた周期及び過小な振幅
が改善する。 
 
3. 実験方法 
 1981～2000 年の各年の 9/28 を初期日
として、下部境界に海面水温の解析値を
与えたハインドキャスト実験を行った。
コントロール実験の大気モデルのベース
は 2017 年 5 月に現業化された GSM（米
原 2017）、テスト実験はそれに前項で示
したスキームの改良を加えたものとし、
水平・鉛直解像度は CPS3 で想定される
TL319（水平格子間隔約 55km）、鉛直層
数 100 層に設定した。さらに、成長モー
ド育成法（BGM 法）によって作成された
南北半球それぞれ 5 メンバーの初期摂動
を用いて、コントロールメンバーを含む
計 11 メンバーのアンサンブルを構成し
た。大気初期値として気象庁第 2 次長期
再解析 JRA-55（Kobayashi et al. 2015）、
下部境界として気象庁の現業で使用して
いる海面水温解析値 MGD-SST（栗原ほ
か 2006）を与え、初期月を 0 か月として
6 か月目まで積分を行った。比較のため
の再解析値として JRA-55 を用いた。ま
た、QBO の変動を同定する指標は 5°N
～5°S で東西平均した 30hPa の東西風
（以下、QBO 指数）とし、予測値及び
JRA-55 それぞれで算出した。 

4. 結果 
4.1. QBO の再現性・予測精度 

図 1 は、前節で述べた大気モデルに海
面水温の解析値を与えた、長期積分の結
果から描画した東西風の時間変化である。
現実よりも QBO の周期が短い傾向は残
っているが、テストはコントロールに比
べ振幅・周期ともに大きく解析に近づい
ている。 

次に、ハインドキャスト実験の結果か
ら、リードタイム 1～6 か月の予測へのイ
ンパクトを示したのが図 2 である。実線
は JRA-55 に対する月平均 QBO 指数の

図 1 5°N～5°S で東西平均した東
西風[m/s]の高度－時間断面図。縦軸
の単位は[hPa]。上からコントロール
（CNTL）、テスト（TEST）、JRA-55。 
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RMSE で、季節予報の時間スケールでみ
ても、テストの予測精度が大幅に改善し
ていることがわかる。また、例として
1991 年 3 月（リードタイム 6 か月）の東
西風をみると（図 3）、低緯度域の成層圏
で誤差が小さく、循環場の空間的構造の
表現が良くなっている。 
 
4.2. 中・高緯度域への影響 
 QBO 西風（東風）位相のとき北半球の
極夜ジェットが強い（弱い）というテレ
コネクション（HT80）がモデルで再現さ
れていれば、QBO の再現性の向上により、
中・高緯度域に対しても良いインパクト
が期待される。しかし、冬季（DJF）の
500hPa ジオポテンシャル高度の RMSE
などをみても、コントロールとテストで
明瞭な違いは確認できなかった（図略）。 

そこで HT80 の再現性を確認するため、
11～3 月の月別の QBO 指数の正負から
西風・東風位相時の合成図を作成し、そ
の差を描画した（図 4）。西風位相の時に
極夜ジェットが強まる傾向が、コントロ
ール・テストともに再現されていた（コ
ントールの結果は省略）。しかし、EP フ
ラックスとその発散・収束との対応は
JRA-55 と比べると不明瞭で、HT80 で述
べられているプラネタリー波を介したプ
ロセスを再現できているかは不確かであ
る。また、使用した大気モデルには亜熱
帯ジェットの北編バイアスがあり、対流
圏から成層圏へ伝播するプラネタリー波
のピークの緯度にずれがみられることか
らも（図略）、HT80 のプロセスが再現さ
れていると断定することは難しい。 
 
5. まとめ 
 非地形性重力波スキーム・境界層スキ
ームの改良によって QBO の再現性が向
上した大気モデル（テスト）と、この改
良を加える前の大気モデル（コントロー
ル）を用いて、下部境界に海面水温解析
値を与えたハインドキャスト実験を行い、
季節スケールの予測精度に対するインパ

図 2 1981～2000 年の 9/28 を初期
日としたリードタイム 1～6 か月の
QBO 指数の RMSE。縦軸の単位は
[m/s]。青実線はコントロール、赤実
線はテスト。 

図 3 1991 年 3 月の東西平均東西風
[m/s]の高度－緯度断面図。9/28 初期
日からリードタイム 6 か月。左上は
コントロール、右上はテスト、右下は
JRA-55。 
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クトを調査した。その結果、テスト実験
では主に低緯度域の下部成層圏で予測精
度が向上するが、中・高緯度域の予測精
度に対してはほとんどインパクトが無か
った。次に、QBO－極域のテレコネクシ
ョンとして代表的な HT80 の関係がモデ
ルで再現されているか検証したところ、
QBO 西風（東風）位相のときに極夜ジェ
ットが強い（弱い）傾向はみられたが、
それが従来から言われている、プラネタ
リー波を介したプロセスによるものと断
定できなかった。使用した大気モデルに
は亜熱帯ジェットの北偏バイアスがあり、
プラネタリー波の表現が不十分な可能性
も考えられる。さらに、本調査ではプラ
ネタリー波のみに着目したが、QBO は熱
帯の対流活動（MJO）に影響を与えるこ
とも示唆されており（Nishimoto and 
Yoden 2017）、様々な観点からの解析が
必要である。 

最後に、CPS3 の大気モデルにおいて
は、今回のスキームの改良に加え、モデ
ルトップの更新と鉛直高解像度化が計画
されている。これにより、成層圏－対流
圏相互作用など、QBO 以外の成層圏過程
の再現性向上も期待されるため、さらな
る検証を進めていきたい。 
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図 4 QBO 西風位相の合成図と QBO
東風位相の合成図との差（西－東）の高
度－緯度断面図。陰影は東西平均東西風
[m/s]、矢印は EP フラックス[m2/s2]、
等値線は EP フラックス発散・収束
[m/s2]。実線は正（発散）、破線は負（収
束）。左図はテスト、右図は JRA-55。 
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